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は じ め に

平成２１年２月に策定された「帯広市産業振興ビジョン」では、「地域経済の

調査分析」の施策として、『地域内経済循環の現状を把握し、施策の効果を測定

するためには、継続的に地域経済の調査分析を行う必要があることから、行政、

経済団体、大学、試験研究機関、金融機関等の連携のもと、調査分析の効果的

実施や有効活用を進めます。』『地域の中小企業者等の実態調査について、実態

分析や施策の効果測定などに活かすよう実施時期や調査内容の研究を進めま

す。』と示されており、帯広市産業振興ビジョンの進行管理等を行うために設置

された「帯広市産業振興会議」により、ビジョンの理念をより具現化するため、

平成２２年１月に８名の委員による「地域経済リサーチ小委員会」が設置され

ました。

地域経済リサーチ小委員会では、１年余りにわたり全７回の委員会が開催さ

れ、地域経済の調査分析等について研修会や先進事例調査をするとともに、そ

れらを基に真摯に議論を重ね、十勝・帯広における地域経済の調査分析やシン

クタンク機能の整備について種々検討を行い提言書としてとりまとめました。

地域経済リサーチ小委員会としては、この提言が地域における地域経済の調

査分析の有効活用に活かされ、自主自立型の地域経済の確立に向け一歩でも前

に進むことができれば幸いです。

平成２３年３月

帯広市産業振興会議

地域経済リサーチ小委員会

委員長 竹川 博之
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１ 十勝・帯広のシンクタンク機能に関する動き等

調査結果から

産業振興ビジョン策定以降、帯広畜産大学、帯広信用金庫、中小企業基

盤整備機構など様々な機関においてシンクタンク的な機能の強化に向けた

動きが顕著になってきている。

中小企業等への支援機能については、帯広信用金庫地域経済振興部およ

び営業推進部おびしんふれあい相談室、帯広商工会議所、北海道中小企業

家同友会帯広支部、北海道中小企業総合支援センター道東支所、中小企業

基盤整備機構北海道支部等において充実されてきている。

地域経済の調査・分析機能については、国が所管の商業統計や工業統計、

帯広財務事務所の「とかち経済情報」、日本銀行釧路支店、同行帯広事務所

の「管内主要金融経済指標」等に加え、帯広信用金庫地域経済振興部によ

り「地域企業景気動向調査」等が示されるなど充実されてきている。

こうしたことから、関係機関がそれぞれの目的においてシンクタンク的

な機能を発揮しており、こうした機能を相互に効果的に連携させ、情報な

どを共有していく必要がある。

また、近年、十勝・帯広地域では、帯広信用金庫や帯広商工会議所、北

海道中小企業総合支援センター道東支所、北海道中小企業家同友会帯広支

部などが主体となり、「地域力連携拠点事業」や「中小企業応援センター事

業」といった国の制度を活用して、中小企業向けの相談、コーディネート、

コンサルティングなどの機能の充実を図ってきた。しかし、残念なことに、

国の制度の見直しや廃止により、そうした折角の取り組みを一部とはいえ

廃止・縮小する動きが見られることも事実である。

産学官連携に金融機関が加わった「産学官金」連携や、基幹産業である

農業の強みを活かした農商工連携は、十勝・帯広地域の産業活性化に不可

欠な取り組みとして着実な広がりを見せている。自立した地域経済の確立
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に向け、地域金融機関として例えば帯広信用金庫等が中心となって進めて

いるこうした取り組みは、息の長い持続的なものとしていくことに意義が

ある。十勝・帯広地域の関係機関が連携し、こぞってこれに協力し、支援

していくことは特に重要である。

関係機関によるシンクタンク的な機能

１）十勝総合振興局 とかち魅力発信推進室

平成２２年４月新設。北海道横断自動車道（道東道）が平成２３年度に十勝

と道央・札幌圏との間で全面開通するという大きなチャンスを、交流人口の拡

大、地域経済の活性化に結び付けていくために、オール十勝で具体的な取り組

みを進める上でのコーディネーターとしての役割を果たすため、十勝総合振興

局の発足にあわせ、地域政策部に「とかち魅力発信推進室」を設置。

主な取り組み

◇オールとかち連携会議

◇パネル展「道東道で、とかちが身近に！

◇十勝産グルメ＆ドリンクフェア

◇食・遊・湯十勝フェア＠十勝平原ＳＡ ほか

２）帯広畜産大学 地域連携推進センター

平成２２年４月改組。産学官連携室に加え社会

貢献室を設置。

センターの役割

◇民間機関等との共同研究・受託研究の場

の提供と推進

◇民間機関等からの研究開発等に係わる技術相談の窓口

◇学内および他大学･研究機関との共同研究ならびに連携の実施

◇教官･学生･民間の研究シーズ・ニーズの掘り起こし

◇特許取得に関する相談の窓口

３）帯広信用金庫 地域経済振興部

平成２１年４月新設。平成２２年４月コンサルティング、シンクタンク機

能を強化。
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主なシンクタンク的取り組み

◇人材育成

おびしん地域経営塾

◇ビジネス・マッチング

ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ

北洋銀行・帯広信用金庫インフォメーションバザール in ＴＯＫＹＯ

静岡県東部ビジネスマッチング商談会

◇帯広畜産大学との共同研究

◇とかち酒文化再現プロジェクト

◇「フードビジネスサポートネットワーク会議」の開催

◇ＮＥＸＴ ＷＡＶＥ発行

◇各種調査

地域企業景気動向調査

数字でみる帯広・十勝の経済

特別調査『デフレ不況下の中小企業経営』

特別調査『中小企業が金融機関に期待すること』

特別調査『中小企業経営者の健康管理と事業継承

について』

特別調査『平成 23年の景気・経営見通し』

ほか

４）帯広信用金庫 営業推進部 おびしんふれあい相談室

専門相談員が創業相談のほか地元事業者の成長発展を支援するための経営

相談、事業承継に関する相談等に対応。相談料は無料。

主なシンクタンク的取り組み

新たに事業を始められる方向けの相談

◇開業手続きに関する相談

◇立地条件調査、マーケティングに関する相談

◇収支予想

◇資金調達に関する相談

◇その他
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法人・個人事業主向けの経営相談

◇企業診断

◇企業オーナーの資産相談（自社株評価・事業承継など）

◇Ｍ＆Ａに関する相談（企業の譲渡・合併など）

◇会社設立に関する相談

５）コミュニティシンクタンク あうるず

平成１４年９月設立。地域づくりの主体者である住民に対して意識啓発活動

を行うと同時に、住民ニーズを把握し地域の発展にかかる施策の立案に寄与す

ることを目的とする。また、地域づくりにかかる施策の実行に際して、地域住

民の自発的意志に基づく実行主体の確立等を目指す。

主なシンクタンク的取り組み

◇エゾシカを活用したリュック「コムニ」

◇田舎の資源を活用する「バイオマス利用」

◇障害者と連携したブランドづくり「ソーシャルファーム」

◇地産地消を実践する歩く旅「十勝ロングトレイル」

◇エネルギーを台所から考える「バイオマスライブ」

◇地域企業のブランド化戦略モデル「本別キレイマメ」

◇地域の農産物・食品・地産地消を何でもデザイン！

  ひよこデザインプロジェクト

◇北海道バイオマス資源活用促進協議会を設立（平成２２年７月）

６）帯広商工会議所

主なシンクタンク的取り組み

◇政策提言

公共事業に関する要望ほか

◇企業経営支援

各種制度融資の情報提供

開業支援

経理・申告支援

労務支援

専門家相談

◇産学官金連携

産学連携企画「シーズを探せ」

◇講習会開催・他団体主催講習会案内

◇出前セミナー（講師派遣）
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◇調査・統計情報

大型店・スーパー売上実績調査

歩行者通行量調査

CCI-LOBO 調査（商工会議所早期景気観測）

十勝・帯広の統計

７）北海道中小企業家同友会 帯広支部

主なシンクタンク的取り組み

◇企業経営支援

社会保険、助成金、税金等の経営情報

の提供、セミナー等の案内

◇同友会シンクタンク専門家会員による

相談機能（相談は会員企業に限定）

給与体系

経営計画策定

資金運用計画策定

就業規則見直し

組合対策

社員教育

◇シンクタンク専門家会員

社会保険労務士・中小企業診断士・司法書士行政書士・不動産鑑

定士・公認会計士・税理士弁護士

◇研修会開催

８）十勝圏振興機構

十勝圏域における産・学・官の知恵とパワーを結集し、長期的、広域的な視

点に立って、農業を核とした地域産業の総合的な振興を目指しています。

十勝産業振興センター

主なシンクタンク的取り組み

◇技術支援

技術相談

依頼試験・分析

◇人材育成

技術指導

セミナー開催

研究会・勉強会
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講師派遣

◇研究開発

◇産学官連携

北海道立十勝圏地域食品加工技術センター

主なシンクタンク的取り組み

◇試験研究

◇依頼試験分析、設備・機器の使用

◇技術指導

食品加工相談

企業訪問による現地技術指導

◇技術交流

各種講習会の開催

各種研究会活動

◇人材育成

各種講習会の開催

研修生の受け入れ

９）北海道中小企業総合支援センター 道東支所

平成２０年４月帯広に道東支所開設、平成２０年６月帯広市商工観光部に経

営支援コーディネーターを配置。

都道府県等中小企業支援センター（北海道の支援センター）として位置づけ

られており、地域プラットフォームの各支援機関及び国や地域の各支援センタ

ーと連携を図りながら、新規事業化や経営の向上を目指す創業者・中小企業者

等を支援。

支援内容

◇起業化支援

◇研究開発支援

◇事業化支援

◇設備導入支援

◇資本充実支援

◇人材育成支援

◇取引拡大支援 ほか

10）中小企業基盤整備機構 北海道支部

平成２２年１０月帯広市に相談窓口設置。起業予定の企業や、創業間もない

企業、経営革新、新事業開拓を目指す中小企業やベンチャー企業など、経営課
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題の解決に取り組む中小企業の相談に対応する相談窓口を設置。

相談内容

◇資金調達の方法

◇会社設立・新事業展開等に係る法律・特許

◇公的支援制度の活用

◇事業継承問題

◇新商品等のマーケティング

◇知的財産の活用 ほか
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２ シンクタンクの先進事例

調査結果から

株式会社あしぎん総合研究所のように会員制度を採用した場合、十勝は

営業エリアに大企業や中堅企業が少なく十分な会員を確保することは難し

い。また、財団法人ながさき地域政策研究所のようにエリア内の自治体等

からの調査受託費を収入の柱とした場合でも、十勝管内の自治体数・規模

を踏まえると十分な収入を確保することは難しい。

これらのことから、独立組織としてシンクタンク機関を整備し持続的に

維持することは難しく、十勝・帯広のシンクタンク機能に関する動き等も

踏まえると、当面は既存の組織や機能を有効に活用することが現実的であ

ると考えられる。

先進事例調査先

株式会社あしぎん総合研究所

代表取締役社長 豊田 晃

取締役本部長 大塚 正義

上席研究員 長島 達也

栃木県県民生活部統計課

統計課主幹兼課長補佐 高橋 典子

副主幹 飯田 良雄

宇都宮市政研究センター

所長 古池 弘隆（宇都宮大学名誉教授）

副所長 寺澤 悦夫

研究員 丸山 浩志、宗川 忠貴

財団法人ながさき地域政策研究所

理事長 脇田 安大（元日本銀行長崎支店長）

長崎県物産流通推進本部

副本部長 辻 亮二

リーダー 川添 正晴、山田 芳則

マネージャー 中山 真吾              （敬称略）
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１）組織体制について

株式会社あしぎん総合研究所

・足利銀行の内部組織にするか、独立組織にするか議論があったが、トップ

の判断で独立組織として設立。

・3 つの部で構成～産業調整部、経営サポート部、企画部

・産業調査部 6 名、経営サポート部 4 名、企画部 3、事務 1 名

・人件費は足利銀行から出るが、そのうち 70％を銀行へ返却。30％は足利

銀行の職員研修の名目で株式会社あしぎん総合研究所へ。

・足利銀行の 100％出資会社。出資金は 7 千万円。

・設立経費として執務室の改装、パソコンなどの設備に 800 万円。設立登記

などで 70 万円。総額で約 1,000 万円程度

・会社設立は手続きが煩雑で消費税など、足利銀行の内部に設置した場合と

比較し、消費税など税法上のデメリットがあった。

・現在、上場に向け作業をすすめている。

・会員制度～年会費 12,600 円、現在 2,500 社の会員（約 3,000 万円の会費

収入）。

・会費は、国内シンクタンクの中では安価な部類。

・リサーチについては、足利銀行からの受託。栃木県や県内行政機関から委

託の相談があるが、人員が限られるため、タイミングを見て受託。

・足利銀行からの調査委託で運営しているのが実態。

栃木県県民生活部統計課

・業務の 2/3 は国のからの統計調査の受託。

・県単独調査は、統計分析業務。分析担当は 5 人。

●栃木県、隣県の地域経済調査
●アンケート調査などによる産業動向調査

●経営全般に関するコンサルティング
●人材育成研修への講師派遣

●会員制度の運営
●実務セミナー・講演会の開催
●あしぎん経済月報の発行
●講演会講師の派遣

産業調査部

経営
サポート部

企画部
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宇都宮市政研究センター

・前市長の公約に自治体シンクタンク設立があった。

・地方分権時代にふさわしい自治能力の向上、直面する様々な行政課題への

迅速な対応、先を見通した戦略的な政策立案に対応するため設立。

・総合政策部政策審議室の内部組織として位置付けられた自治体シンクタンク

・スタッフ～6 名、所長（宇都宮大学名誉教授）、副所長、研究員 2 名、専門

研究嘱託員 2 名。

・副所長、研究員 2 名は宇都宮市の職員

・専門研究嘱託員 2 名はドクターかポスドク。

・センターの経費は、非常勤 3 人分の人件費を含め約 1,500 万円程度。

・庁内、市民の認知度は低い。

・市の日常業務で対応できない中長期的な研究課題、庁内組織横断的なテー

マを対象。

・センターは、県内大学と現場の橋渡しをしている。

財団法人ながさき地域政策研究所

・町村合併の促進等に対する官民一体のシンクタンク設立構想に基づき、財

団法人を設立。

・市町村合併後の財務状況の好転にあわせ、企画力を強化する必要に迫られ

た。

・業務の大半は、長崎市などの市町村と長崎県からの受託がメイン。

・基本財産は 686 百万円（うち長崎県 558 百万円、県内市町村 110 百万円、

自主研究・共同研究

3229（身につく）勉強
会の開催
政策形成アドバイザー
の派遣
その他の相談支援

「研究誌」、「まちづくり
論集」の発行
ホームページ等による
情報提供

調査研究機能

情報収集・発信機能人材育成機能
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その他）

・現在職員は 9 名、プロパー職員は 4 人（理事長含む）、他は県内自治体か

らの派遣 5 人（2 年）。

・損益分岐点は約 1 億 2 千万円、時々赤字になる。

・平成 21 年度は 48 件の受注で約 1 億 5,000 万円の売り上げ。（平均 1 件 300
万円）

・受注先は、市町村・県・公的機関がほとんどであり、民間は少ない。

長崎県物産流通推進本部

・前知事の発案で長崎県の生き残り策として、物産、観光、企業誘致をメイ

ンとし、従来縦割で対応してきた組織を、物産流通推進本部、観光振興推

進本部、企業振興・立地推進本部に再編し協力にすすめることとした。

・長崎県産品の販路拡大やブランド化を強力に推進するため、民間的発想に

基づき機動的に対応する独立的専門組織として設立。

・本部長は、元三越のバイヤー（前知事が三越と直接交渉）

・人員は 20 人、長崎県の予算は約 1 億 5,000 万円。

・設立前に比べ、当県の産品の取り扱い店舗は 2,144 店舗の増加、取扱高約

19 億 4,000 万円（平成 21 年度）

・アンテナショップはない。他県の状況を調査したが、上手くいっていない

と認識。

会長：知事

　　　　　〔理事会〕
・運営全般
・予算、決算等の承認

〔調査研究担当〕

常務理事・調査研究部長

専任研究員（５名）
２名はプロパー職員
３名は自治体からの派遣

〔総務担当〕
事務局長
事務職員

　　　　〔登録研究員〕
・学識経験者
・有識者
・経済人
・大学研究者
・ＮＰＯ従事者
・県民からの公募者

　　　　　〔評議員会〕
・調査研究基本方針策定
・調査研究への助言

理事長

調
査
研
究
案
件
毎
の

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
チ
ー

ム

助言
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２）シンクタンク機能について

株式会社あしぎん総合研究所

・事業内容は「リサーチ」「セミナー・講演会」「コンサルティング・人材育

成」。

・「リサーチ」は栃木県及び隣県 3 県を中心とした産業動向調査。

・調査内容は、あしぎん経済概況、あしぎん景況調査、県内企業設備投資動

向調査、景気見通し調査など。

・上記調査をあしぎん経済月報に編集しを毎月発刊。

掲載項目

業況判断ＤＩ値（製造業・非製造業）

業種別の業況判断ＤＩ値（製造業・非製造業）

生産・売上ＤＩ値（製造業・非製造業）

経常利益ＤＩ値（製造業・非製造業）

仕入・販売価格ＤＩ値（製造業・非製造業）

設備投資ＤＩ値（製造業・非製造業）

雇用人員ＤＩ値（製造業・非製造業）

設備投資動向調査

各種セミナーレポート

栃木県の経済動向

本部長

副本部長

広報担当

商品開発担当

副本部長

国内販路開拓担当

海外販路開拓担当

企画調整担当
地域連携担当

総務担当

・ブランド長崎総合プロデュース
・農水産物販売促進
・長崎俵物ＰＲ
・「龍馬が愛した長崎」県産品全国発信
・売り込もう県産品

〔主たる事業・事務〕

・長崎ブランド産品輸出促進

・企画・長期計画策定調整
・ふるさと産業振興
・県産品愛用運動推進
・雇用創出基金事業委託

・産地ブランドＰＲ
・陶磁器活性化対策

・人事・労務・本部長秘書
・議会
・政策評価
・決算・予算

営業推進・開発担当

企画・海外・
　　業務推進担当
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隣県 3 件の経済概況

栃木県・隣県 3 件の主要経済指標

・セミナー・講習会は他の機関でも開催されているが、一定水準以上の講師

を確保して差別化を図っている。

・セミナーについては、実務色の濃い内容とし、毎月開催、参加費は会員企

業一人 5,000 円、非会員企業は 10,000 円。

・講演会については、会員企業は無料。

・人材育成は講師派遣がメイン。講師は足利銀行の研修部門で実績を積んだ

職員 2 名を株式会社あしぎん総合研究所へ異動させ対応。

・平成 21 年度は 50 回派遣。2 時間で定価 50,000 円。

・講師は社長と本部長が担当することもある。

・講師派遣のニーズは新人研修が多いが、行政からの依頼が増加傾向。

・3 つの部門の中で最もニーズが高く行政の職員研修も対応。企業の社員教

育のニーズの高さを感じている。

・コンサルティング 2 名で担当。

・案件に応じてつなぎ役に徹して課題解決。

・東京の大手コンサルティング会社と契約し、コンサルの成功時に紹介料とし

て 5％のフィーが入る。契約はあくまでもコンサルとクライアントの契約。

・ビジネスマッチングは足利銀行が実施。

栃木県県民生活部統計課

・とちぎ総研が足利銀行の破綻に伴って廃止された。それに伴い、経済月報

などを県統計課で継承する形になった。

・株式会社あしぎん総合研究所の設立により経済月報の発刊を開始。栃木県

としては、重複との判断から、経済月報の一部を景気動向指数調査に含め

て再編、見直しを行った。

・業務の 2/3 は国のからの統計調査の受託。

・県単独で行っているのは、ふるさとウォッチングと社会人口統計体系。

・ふるさとウォッチングは市町村の様々な分野の統計データを指標化し発刊。

・社会人口統計体系は総務省からの受託で様々な分野の統計データを県庁内

から収集し、総務省が「統計でみる都道府県の姿」として公表。

・経済・景気動向の調査は株式会社あしぎん総合研究所設立と同時期に見直

しを行い、現在以下の 5 本に再編。

①鉱工業指数、②景気動向指数、③経済四季報、④県民経済計算、

⑤産業連関表
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宇都宮市政研究センター

・市の日常業務で対応できない中長期的な研究課題、庁内組織横断的なテー

マを対象。

平成２１年度のテーマ

・地域社会における学校の果たす役割に関する調査研究

・自治体ＧＩＳ利活用の動向と可能性、定着化に関する基礎調査

・分権時代における広域行政事務の処理体制に関する研究

・公立文化施設のもたらす便益のヘドニックアプローチによる評価

・コンパクトシティ実現に向けた中心市街地の居住機能のあり方に関

する調査・研究（宇都宮共和大学との共同研究）

・庁内で横断的に対応すべき課題については、ワーキンググループを設置し、

センターが事務局を担当

・現場のニーズは、直面している課題に対するものが多い。

・現場は直面する課題に対して、誰に相談してよいか分からない場合が多い。

センターは各大学の先生が何を専門にしているかを把握しており、大学と現

場の橋渡しをしている。

・宇都宮まちづくり論集等の提言書については、大学生によるまちづくり提

案などがある。

・宇都宮まちづくり論集は、市政研究センターが毎年発行している機関誌の

１つで、毎年テーマを設定し、市民活動家や学識経験者等に、そのテーマ

を切り口としてこれまでの活動や研究成果等をご紹介していただくととも

に、そこから分かってきた本市におけるまちづくりの課題や問題の提示、

さらにはそれらを解決するための施策・事業のアイデアなどの提案をまと

めたもの。

・平成 22 年度は 12 団体の提案があり、提案は１団体 10 分程度のコンペ形

式の発表会で決定。

平成２１年度の提案

・都市ブランディングの成功例を宇都宮から

・地域の文化活動と町づくりの在り方を考える

・憧れの街へ。宮っ子の将来

・「おもてなし日本一のまち」宇都宮の創造に向けて

・宇都宮の中心市街地での学びと生活から

・アートによる地域創造の可能性に向けて  ほか

・ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）を活用したスポーツ支

援等が市の施策として実現された。

・高度な政策立案や新たな行政手法の開発、導入に係る調査研究を実施する

際に、部局の求めに応じて政策形成アドバイザーを派遣。
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財団法人ながさき地域政策研究所

・行政のシンクタンクは調査・研究がメインであり提言で終わるものが多い

が、ながさき地域政策研究所は提言の実現まで行う。一般論ではなく、実

行・実績重視で行っている。

・経済指標など経済関連については、地元の金融機関等が対応しており、な

がさき地域政策研究所では対応していない。

・自治体からの受託内容は、行革実施、総合計画策定、三セク再建、雇用対

策など。

・産業政策は製造業を中心に別の機関が行っている。

・ながさき地域政策研究所は、農業等を観光、物産振興という視点で捉えて

いる。

・調査・研究内容については、基本的に公表していない。

シンクタンク業務
調査研究
政策提言

情報発信業務
シンポジウム
メディア発信

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務
企画・計画立案
マーケティング

人材育成業務
各種セミナー
派遣事業

住民
ＮＰＯ等

国
各種団体

県内市町

長崎県
大学等

研究機関

経済団体
地域企業

アジア

市政における重要な政策課題について市職員が共同で調査・研究する必要が生じた場合に、市政研究セン
ターに「政策研究チーム」を設置。

市政研究センターが調査研究を行うにあたり、地域社会の課題を的確に把握し、かつ調査研究の専門性を
確保するため、センターに企画運営アドバイザーを設置。アドバイザーは、学識経験者、事業者等で、幅広
い識見と地域政策に理解を持つ者のうちから、市長が選任。

市役所内の部局において、高度な政策立案や新たな行政手法の開発、導入に係る調査研究を実施する際
に、部局の求めに応じて「政策形成アドバイザー」を派遣。

企画運営アドバイザー

政策形成アドバイザー

政策研究チーム
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コンサルティング部門 （県、市町村、民間より受託）

■地域政策

・合併ビジョン等策定 ・長期総合計画策定

・行政評価制度等新たな行政システムの構築等

■地域経営・まちづくり

・観光振興  ・離島振興  ・広域連携

・地域資源を活かしたまちづくり

・中心市街地活性化  ・広域連携

・まちづくり条例    ・経営再建

■電子自治体・ＩＴ戦略

■住民参画

・世論調査  ・住民活動支援

シンクタンク部門

・中国交流（農水産品輸出・企業進出、観光客誘致）

・地域通貨  ・高度情報化

人材育成・情報発信

・コーディネーター、講師派遣 ・シンポジウム・セミナー開催

・情報発信

長崎県物産流通推進本部

・重点的に取り組むのは１次産品。加工品は民間主体で取り組むべきと考え

ている。

・ビジネスマッチングについては、本来、生産者団体が行うべきと考えてお

り、どこかで引き継ぐ必要性を認識。

・ビジネスマッチング参加企業は旅費、試供品を出費、送料・ＰＲ代は全額

長崎県が負担。

・ビジネスマッチングには同席するが、価格は言わない。

・ブランド化の手法として、百貨店に旬のものを出してゆく方法をとった。

その後量販店でも扱うようになった。

・量販店を対象とすれば取扱額は増額するが、単価が下がり、地元農漁業の

振興にはならないと考えている。

・最近は新商品、新品種の商談を試験的に実施、流通業者も新しいものを求

めており、ニーズとマッチし訴求力がある。

・フェアは年 15 回程度開催、単品のでも販売は年 1,000 回程度開催

・海外展開については、独自で実施している。特に中国については、現地に

信頼できるパートナーを確保。

・長崎県には長崎担当の中国領事館があり、他県よりは中国での展開が有利。
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・上海を中心にイベントでのＰＲを実施してきた。イベントの為の物販では

一過性で終わる為、企業が商品を出せるイベントを重要視。

・過去に商品開発を支援した物産で上手くいっていないものを、デザイナー

やバイヤーにアドバイスをもらい販路拡大等を目指すアドバイス会を実施。

事業概要

●「県産品愛用運動推進月間」 毎年 6 月と 11 月

● 長崎県物産展の開催

●「特産品新作展」の開催

● アドバイス会の開催

●「長崎（特産品）ふるさとギフト」の販売促進

●「長崎県県産品愛用運動推進協議会」の開催

● 県産品愛用推進指定店、県産品愛用推進協力店との連携による県

産品の消費拡大

３）人材の確保・育成について

株式会社あしぎん総合研究所

・人員は足利銀行からの出向 12 名、パート 2 名

・コンサルティングの担当は 2 名。

・銀行員のスキルでは対応しきれない専門的な相談については、専門家につ

なぐコーディネート役に徹している。

・企業は誰に相談すべきか分からない場合が多く、コーディネートで十分効

果がある。

宇都宮市政研究センター

・市職員は 3 人。任期は概ね 3 年。国等への派遣経験者を優先していたが、

現在は通常の人事異動の中で対応。

・専門研究嘱託員は東工大、早稲田大などのドクターかポスドク。

・市職員の経験・能力不足を専門研究嘱託員がフォロー。

財団法人ながさき地域政策研究所

・プロパー職員は 4 人（理事長含む）、他は県内自治体からの派遣（2 年）。

・自治体派遣職員は１年目では仕事に付いてくるのがやっと。2 年目でやっ

と対応可能となる。

・精神的なダメージにより自治体に返した職員が 2 名いた。

・優秀な人材はそれなりの報酬が必要。当研究所は最低でも県職員と同程度

の報酬。
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・首都圏にいる優秀な人材で、地元に戻りたいと考えている者をターゲット

に。

・マンパワーが必要なアンケート調査やデータ入力については、失業者を活

用。

長崎県物産流通推進本部

・民間派遣経験者 5 名、本部の直接雇用が 2 名（中国担当）、農業、畜産、

水産のエキスパートが多く、海外勤務経験者もいる。

４）他の機関との連携について

株式会社あしぎん総合研究所

・他のシンクタンクとの連携は無い。

・足利銀行が宇都宮大学に寄附講座を設置。

・コンソーシアムとちぎ（19 団体で構成）のメンバーとして参加。

・野村證券や栃木県、宇都宮大学などが食と農の分野でファンド事業を開始。

・ビジネスマッチングは、足利銀行のコーディネーターが宇都宮大学と協力。

大学の研究ニーズを各企業とマッチングさせる機能を担当。

栃木県県民生活部統計課

・以前は経済動向連絡会という組織で意見交換していたが、今は廃止されて

いる。

経済動向連絡会：学識経験者、足利銀行、ハローワーク、日銀などで

10 人程度

・業務の大半が国のからの統計調査の受託であり、業務上他のシンクタンク

との連携の必要がない。

宇都宮市政研究センター

・市政研究センターは市の内部向けということで活動しており、他のシンク

タンクとの連携はほとんど無い状況。

・宇都宮大学との連携では、高校生以上を対象にリレー講座を行っており、

最終回の口座は宇都宮市長が講師を担当。

・大学生はリレー講座での単位取得も可能。

・宇都宮大学の産学官連携の組織を窓口に連携。

・今年から経済部の職員を宇都宮大学の工学部の連携センターへ派遣。
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財団法人ながさき地域政策研究所

・以前は大学などと連携していたが、大学の先生の研究については、専門的

になりすぎ当研究所が目指す実行・実績という点で活用が困難。

・パンフレットには大学との連携が記載されているが、現在は大学との連携

は無い。

５）シンクタンクの経営について

株式会社あしぎん総合研究所

・足利銀行からの調査委託で運営しているのが実態。

・人件費は足利銀行から出るが、そのうち 70％を銀行へ返却。30％は足利

銀行の職員研修の名目で株式会社あしぎん総合研究所へ。

・リサーチについては、足利銀行からの受託。栃木県や県内行政機関から委

託の相談があるが、人員が限られるため、タイミングを見て受託。

・会員制度～年会費 12,600 円、現在 2,500 人の会員（約 3,000 万円の会費

収入）。

・会費は、国内シンクタンクの中では安価な部類。

・全国的に見て株式会社として自立しているのは、株式会社浜銀総合研究所な

どごく一部。浜銀総合研究所は、歴史もあり職員も 60～70 人。全国を対象

に行政からの委託事業を中心に活動。

財団法人ながさき地域政策研究所

・損益分岐点は 1 億 2 千万円。

・時々赤字になり、赤字の場合は理事長の報酬カットで対応。

・平成 21 年度は 48 件の受注で約 1 億 5,000 万円の売り上げ。

・平成 21 年度の１件あたりの平均受注額 300 万円。

・受注はコンペ方式が多く、大手のコンサル会社と競合することもしばしば、

そのため経営が不安定。

・経営的な理想は、国 1/3、県 1/3、市町村 1/3 の受注割合。

・最近は、国のコンサル発注が減少している。

・最低でも１件 100 万円でないと赤字になる。そのため、頼まれても安価な

仕事は受注できない。

平成２１年度の受託事業

・「しんうおのめ温泉荘」の建替えにあたっての、事業計画検討、事

業者募集・選考支援等

・佐世保市・雲仙市・長崎市が共同で設置を検討しているアンテナ

ショップの実現に向けた、詳細計画の検討

・南島原市における乗合タクシーによる新交通システムの実証実験等
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・平成２２年の全国土地改良大会開催による経済波及効果推計

・端島（軍艦島）上陸見学ガイドの養成講座の開催

・雲仙の噴火から 20 周年を迎えるに当たり、新たな観光資源として

の活用方法について提言

ほか

・行政が中心となると独立採算はムリ。企業の社会貢献の一環として設立す

るのが良いのでは。

・長崎は人口 150 万人で、損益分岐点付近の経営。人口 35 万人の十勝では、

当研究所と同様なスキームでは難しいと思う。

・大きいシンクタンクのサテライトを造るというのも一つの方策でないか。



- 21 -

株式会社あしぎん総合研究所 栃木県県民生活部統計課

宇都宮市政研究センター 財団法人ながさき地域政策研究所

長崎県物産流通推進本部
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３ 地域がめざすべき方向

１）必要な機能・組織・人材等

小委員会の議論から

「地域の産業政策は統計データなどに基づき議論、政策決定、検証する

必要がある」との産業振興ビジョンの趣旨を踏まえ、地域経済の調査分析

結果等を共有化する機能が必要である。

地域戦略の提言、中小企業の相談機能などの多角的な機能を持つ総合的

なシンクタンク機能を有する組織は、一定の要員、設備、自己資本などを

備えていることが求められるが、独立採算による組織とする場合、機能に

見合った人材の確保、人件費を含む多額の運営コスト、それを賄うだけの

厚みと広がりのある顧客確保が必要となることから、持続可能な組織とし

て運営することには大変な困難を伴う。

一方、地域においては様々な機関がシンクタンク的機能を強化してきた

ことなども踏まえると、そうした機関がこれまで以上に緊密に連携し、シ

ンクタンク的機能のプラットフォームを構築することが効率的かつ現実的

であると考えられる。

また、地域の様々な機関が企業相談等のコンサルティング的な機能を充

実させてきており、各機関の保有する情報の共有化をはかるためにも、相

互の連携を強化する必要がある。

リサーチ小委員会での主な意見

○統計調査など定型的な情報収集・整理は公的機関で十分。

○シンクタンクは自ら一次統計的調査をする必要はない、調査・分析からで十分。

○情報の収集は情報提供の面からも十勝総合振興局、帯広市などの公的機関が

適任ではないか。

○シンクタンクの目的をどこに設定するかによって、収集される情報の範囲、

整理の仕方、分析の程度が変わる。
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○先ず情報を収集し、ストックしておく役割が非常に重要。しかしそれだけで

は不十分。

○基本的な情報を収集し整理していく機能に加え、企業とのやり取りの中で見

えてくる個々の企業にとり有効と思われる情報も必要。

○情報の調査・分析は帯広畜産大学、管内金融機関が適任ではないか。

○一般的なシンクタンクが行う調査が必要ではないか。その調査がシンクタン

クメンバーで不可能であれば、外部機関がその調査をする必要がある。

○既存の情報をしっかり整理し、それと合わせ新たな調査をし、地域の企業の

担い手に有効な情報を提供する、もしくは政策を連携していくというための

機能が必要。

○地元の中小企業が一歩前に動き出すための前向きな情報。

○マーケットリサーチやマーケティング情報が必要。

○中小企業の目線に対応した出口戦略を示す必要がある。

○わかり易いデータの発信も重要。

○地域の戦略の提言、企業に対する相談業務、コンサル業務が必要。

○マーケティングは差別化がキーになる。

○情報の収集・分析だけでは利益がでない。利益を生み出すセクターが必要。

○平成２０年８月に「中小企業振興に関する提言書」を提出した際の帯広市中

小企業振興協議会会長の話の趣旨を考えると、今の段階としては、活用やマ

ーケティング機能は考えなくてよい。

○シンクタンク機能を考えるうえで大切なのは、十勝・帯広の中小企業振興の

視点である。

○地域の産業政策は、統計や調査に基づき提言されるべきであり、実施された

政策について、きちんとした検証が必要。これがシンクタンクに求められて

いる機能だと思う。

○シンクタンクの機能としては、課題を解決する機能と、コーディネーター的

な機能が必要。

○中小企業の目前の課題に対する支援は、金融機関・商工会議所などが様々な

面で力になっている。その中で新たにシンクタンク機能を設ける必要がある

のか。

○平成２０年８月に「中小企業振興に関する提言書」を提出した際の帯広市中

小企業振興協議会会長の話の趣旨は、「地域経済に関するデータに基づき産
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業施策を行い、その施策がデータになって戻ってくる必要がある」「行政機

関だけではなく、関係機関が皆で力を出し合う必要がある」というもの。

○地域企業に対する相談業務・コンサル業務・マーケティングを含め、地域振

興も行うと大きな組織にならざるを得ない。

○先ず情報を収集し、ストックする役割が非常に重要。しかしそれだけでは不

十分であり、一般的なシンクタンクが行う調査も必要。その調査がシンクタ

ンクメンバーで不可能であれば、外部機関がその調査を担う必要がある。そ

れらトータルの情報を使い政策づくりのために有効な情報を提供するとと

もに、行政サイドも有効に活用すべき。

○地域産業・地域振興のためにという地域貢献を目的としたものであれば、持

続可能な組織はなかなかできない。

○対価を貰いながら個々の企業の要望に応じるのは非常に難しい。個々の企業

の考えているシンクタンク機能と人材を揃えるとなると、一次産業から二

次・三次産業まで業者も様々であり、相当な用意をしなければならない。全

般的・網羅的にやるということは正直言って無理だ。

○我々がイメージするシンクタンクは、問題解決的な部分をやるのは無理だ。

解決が可能な窓口を紹介するなど、連携する必要がある。

○シンクタンクの業務では経営的には成り立たない。最初は補助金や会費で運

営したとしても、そのうち行き詰まると考えた時にどうすべきかを考える必

要がある。

○継続的に地元経済の実態を把握し、調査・分析を行うことが重要。いつまで

も官に頼っていてもしかたがない。官の施策に依存しないでもやっていける

ような産業基盤なり経済基盤を構築することが最終的な目的。そこにいたる

課程として、地域経済・地元経済の実態の調査分析を行い、導き出された結

果を受けて次に何をするかを考えることが非常に重要。そこに浮かび上がっ

てくる問題の解決方法まで、きちんと提示できる機関が求められているシン

クタンクの姿。

○どのようなシンクタンクであるにせよ、政策提言ができるような情報なり調

査分析ができていないと、シンクタンクとしてはダメ。部分的な情報だけ持

ってアドバイスしてみたところで役に立つものではない。

○ひとつの機関を構築するよりは既存機関が強力にかつ緩やかに連携するの

もひとつの方法。より強力に連携しあうことが非常に重要と思う。最終的に

どこかの機関がコアになりつつも、関係機関が極めて緊密に連携をしながら、

シンクタンク機能を構成するという姿が最終的な姿じゃないか。

○シンクタンクの機能を切り出していけば費用負担はある程度解決可能だと
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思う。シンクタンクの機能として期待されているのは、産業面の施策であり、

個別企業のコンサルティングではない。しかし個別企業とはコンサルティン

グに近いところにいかないと、本当の課題が見えてこないということがある。

従って、シンクタンク機能をどちらかに限定するのではなく、個別企業の積

み上げが地域の産業であり、大所高所からシンクタンクとして提言していく、

あるいは振興局や自治体に政策をお願いしていく場合は、あくまでもそれを

踏まえた業界の現状に対する対応としてお願いしていく必要がある。

○それぞれの関係機関がそれぞれの役割を持っている、それらをつないで一体

となった形のシンクタンクを構築し、なおかつ地域全体の課題解決を担う、

例えば売りが弱いというのであれば、コーディネーター、それからコンダク

ター役として果たすというのが、シンクタンク機能と考える。その中で、関

係機関が一体となって、当面の課題解決に向けて努力していくという姿がシ

ンクタンクの組織。

○独立したシンクタンクがあり、一次統計を収集・分析し、その結果を地域の

振興に還元するというのが理想的なシンクタンクだと思う。それを具体的に

どのように構築するのか、また、構築するだけの人材なり資源があるのかが

課題。地域が発展していくためには、企業が発展していく必要があり、中小

企業が、競争の中で発展していくためには、何らかの形での地域のシンクタ

ンク機能が求められているという前提はある。コスト的な問題や初期の走り

出しなどの問題を工夫して乗り越えたときに、地域においては経済的に発展

するひとつの要件になるのではないかと思う。ただリスクを分散するなり、

初期の投資を少なくするなど工夫して構築し、本当のシンクタンクが望まれ

るような機能に持っていく必要がある。

○帯広市中小企業振興協議会の提言のあと、既に各機関が調査分析の先にある

地元企業や地域の課題を見据えて、地域研究機関としての取り組みを始めて

いる。各機関が始めた取り組みが、さらに拡充・強化されていく方向が見込

まれる。あえてそれらと別の組織を立ち上げることが適当かどうかという観

点から考えると、社会的なコストを考えてみても、無駄が大きいのではない

かと思う。そこで連携が良いのではないかということに繋がっていく。繰り

返しになるが、調査分析の先には中小企業振興がある。目的は中小企業の課

題解決であるということをはっきりと今回の議論で明らかにし、その目的に

向けたシンクタンクの設置について、本委員会の提言としてまとめていく必

要があると思う。

○常設の組織、オール十勝の組織、過去の実績を踏まえると十勝圏振興機構を

連携の核とし、現状の技術開発に加え、そこにマーケティングなどの機能を

拡充していくのが良いと考える。

○連携をもう一歩前にすすめるアイディアが必要だ。
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○地域の課題を解決するのがシンクタンクだ。しかし、帯広・十勝でビジネス

にならないから、連携となる。連携のイメージは課題を受付け、解決できる

機関につなぐということが必要だ。連携で重要なのは受付の窓口とコーディ

ネートする能力だと思う。

○行政が一番相談を受けていると思う。そこで行政が中心的な役割を担えとい

う発想になるが、人事ローテーションを伴う組織では、継続性、実効性のあ

る事務局機能を担うことはできないと考える。

○データの共有化も重要だが、より重要なのは地域の課題を解決する機能だ。

地域の課題は経営的な側面と技術的な側面に分けられる。面的に課題を受け

付けるとしたら、信金、畜大、とかち財団ではないか。

○帯広・十勝では地域の課題が認識されていないのではないか。だから課題が

分かっていないから解決もできないのではないか。

○とかち財団は技術的な側面が強く経営的な側面が弱いのではないか。

○とかち財団の経営的な支援機能を強化すべきではないか。

○課題解決のために情報を共有化することは必要であり、そのためには連携が

必要になる。一つの組織が全ての機能を持つ必要はない。足りないところを

連携で補うことができればよい。

○この委員会で中心となる個別の組織を名指しすることはできない。



- 27 -

２）めざす姿（提言）

調査・議論のまとめとして

地方分権の進展に伴い、地域における独自の政策形成がますます求めら

れるようになっており、行政のみならず様々な主体との共通認識に基づい

た政策形成が重要となってきている。

このような状況のなかで、地域の実情に即したより効果的な地域産業政

策を展開するため、客観的なデータに基づき地域の産業・経済の現状を把

握し、その分析をベースとした議論や施策展開が必要となってきている。

帯広市産業振興ビジョンにおいては、「地域経済の調査分析」に関して（※

注１参照）、こうした認識が示されており、地域経済リサーチ小委員会が設

置された趣旨・目的も、これを踏まえたものである。

また、この領域の取り組みは、多様な情報をもとに継続して実施するこ

とが重要であることから、行政機関のみならず経済団体、大学、試験研究

機関、金融機関等との連携のもと情報を共有しながらすすめていくことが

必要である。

こうした認識を踏まえ、本委員会の先進地調査では、典型的な２つのシ

ンクタンクを中心に調査してきた。一つは、地域経済の「リサーチ機能」

と地域の中小企業を対象とした「コンサルティング機能」を持った「株式

会社あしぎん総合研究所」であり、もう一つは、主に地域の自治体を対象

とした「シンクタンク的機能」を中心とした「財団法人ながさき地域政策

研究所」である。いずれも特徴的な活動を展開しており、十勝・帯広にお

ける地域経済の調査分析やシンクタンク機能を考えるうえで参考になる事

例であった。２つの先進事例に共通しているのは、運営基盤を確立するた

めに対象とする顧客を明確に絞り込んでいることなどから、帯広・十勝を

エリアとして先進地の運営スキームを直ちに導入することは、顧客数・規
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模の面から難しいという調査結果に至った。

先進地調査の結果や当委員会での議論を踏まえ、一般的なシンクタンク

について、①総合的シンクタンク機能（②から④の機能を包含）、②産業動

向や地域経済のリサーチ機能、③中小企業に対する人材育成・コンサルテ

ィング機能、④中小企業に対するコーディネート機能（ビジネスマッチン

グ、マーケティング、販路拡大など）の４つに分類し、それぞれについて

検討を行った。

４つの機能のうち、「③中小企業に対する人材育成・コンサルティング機

能」については、帯広信用金庫や帯広商工会議所、北海道中小企業家同友

会帯広支部などにより、その機能が提供されており、今後より連携を強化

していくことで、帯広・十勝において十分に機能を発揮し得るものと考え

る。

「④中小企業に対するコーディネート機能」については、北海道中小企

業総合支援センター道東支所や帯広信用金庫などにより、その機能が提供

されており、今後機能充実に努めながら連携を強化していくことで、帯広・

十勝において十分に機能を発揮し得るものと考える。

一方、「①総合的シンクタンク機能」の整備については、これまでの調査

や議論において、地域における必要性や有効性について、一定の認識が示

されてきたが、新たな独立した機関の設置については、採算性や他の機関

との役割分担の必要性など種々課題があることから、将来的な課題と捉え

る必要がある。

また、「②産業動向や地域経済のリサーチ機能」については、各機関がそ

の機能を担っているものの、必ずしも地域において充実しているとは言い

難い状況にある。より効果的で地域の実情に即した施策を展開するため、

客観的なデータに基づき地域の産業や経済の現状を把握し、その分析をベ
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ースとした議論や施策展開をする必要があり、こうした機能の充実につい

て実現可能なことから取り組みをすすめることが必要と考える。

また、既存の各組織や各機関が単独では効果的にその機能を果たすこと

が困難なことから、それらがゆるやかなネットワークによるプラットフォ

ームを形成し、相互の連携・協力による継続的な産業動向や地域経済のリ

サーチ等を行い、情報の共有化・公開などをすすめていくことが重要であ

ると考える。（次頁のイメージ参照）また、プラットフォームの果たす役割

としては、地域経済動向に関するデータの作成・共有化・公開、ネットワ

ークを活用した地域の課題の解決のためのコーディネートなどが考えられ

る。

こうした取り組みにより、継続性・実効性のある事務局機能のもと、十勝・

帯広におけるシンクタンク的機能を結集することで、人口・経済規模の小さ

い他地域においても一つのモデルとなることを期待する。

※注 1帯広市産業振興ビジョン 展開事業(13)地域経済の調査分析より

○地域内経済循環の現状を把握し、施策の効果を測定するためには、継続的に地

域経済の調査分析を行う必要があることから、行政、経済団体、大学、試験研

究機関、金融機関等の連携のもと、調査分析の効果的実施や有効活用を進めま

す。

○地域の中小企業者等の実態調査について、実態分析や施策の効果測定などに活

かすよう実施時期や調査内容の研究を進めます
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連携・協力によるネットワーク型シンクタンク機能のイメージ

機関Ａ 機関Ｂ 機関Ｃ

団体Ｄ 団体Ｅ 団体Ｆ

プラットフォーム
・地域経済動向に関するデータの

作成・共有化・公開

・ネットワークを活用した地域の課題解決の

ための関係機関のコーディネート など

地域に対
する窓口
機能

地域に対
する窓口
機能

地域に対
する窓口
機能

地域に対
する窓口
機能

地域に対
する窓口
機能

地域に対
する窓口
機能

課題 課題

課題
課題

課題
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地域経済リサーチ小委員会の開催経過

年月日 事  項

平成22年1月26日

第１回地域経済リサーチ小委員会

講演：「北海道小麦産業クラスターの可能性」

講師：（独）農業・食品産業技術総合研究機構 北海道農業研究センター

北海道農業経営研究チーム 主任研究員 森嶋輝也 氏

平成22年3月23日

第２回地域経済リサーチ小委員会

講演：「十勝地域の産業連関表から見えてくる地域産業の特徴と産業振

興の方向性」

講師：帯広畜産大学 准教授 仙北谷 康 氏

講演：「産業連関表の仕組みと分析方法を学び地域経営のセンスを磨く」

講師：㈱セントラルプラザ取締役総務部長 安田 秀穂 氏

平成22年7月5日

第３回地域経済リサーチ小委員会

話題提供：「十勝農業の概要」

講師：十勝総合振興局産業振興部部長 板谷 守 氏

平成22年8月17日

第４回地域経済リサーチ小委員会

○十勝管内の各機関から発表されている統計資料について

○シンクタンクに必要な情報

○求められる「情報」とは何か

平成22年9月6日

第５回地域経済リサーチ小委員会

○十勝・帯広のシンクタンクに関する動き

○シンクタンクの組織と人材

平成22年10月25日

～27日

先進事例調査

調査先：株式会社あしぎん総合研究所、うつのみや市政研究センター、

財団法人ながさき地域政策研究所 ほか ２機関

平成23年1月11日

第６回地域経済リサーチ小委員会

○先進地事例調査結果について

○提言（素案）

平成23年2月25日

第７回地域経済リサーチ小委員会

○提言（案）について



十勝・帯広におけるシンクタンク的機能 窓口一覧

機関名称 住所 電話番号 ＵＲＬ ＆ Mail address

十勝総合振興局

とかち魅力発信推進室

080-8588 

帯広市東 3条南 3 丁目

TEL 49-5771

FAX 22-0185

http://www.tokachi.pref.hokkaido.lg.jp/ts/tmh/top

問い合わせは上記ＵＲＬから問い合わせフォームより

帯広畜産大学

地域連携推進センター

080-0855

帯広市稲田町西 2 線 11 番地

TEL 26-9014

FAX 49-5775

http://www.obihiro.ac.jp/~crcenter

crcenter@obihiro.ac.jp

帯広信用金庫

地域経済振興部

080-0013

帯広市西 3条南 14 丁目 1 番地

TEL 23-7590

FAX 22-5766

http://www.obishin.co.jp

rep@obihiro.shinkin.jp

帯広信用金庫 営業推進部

おびしんふれあい相談室

080-0013

帯広市西 3条南 14 丁目 1 番地

TEL 28-6100

FAX 28-6125

http://www.shinkin.co.jp/obishin/fureai.html

問い合わせは上記ＵＲＬから問い合わせフォームより

コミュニティシンクタンク

あうるず

080-0802

帯広市東 2条南 4 丁目 10 番地

TEL 67-6305

FAX 67-6307

http://www.netbeet.ne.jp/~owls/

npo_ctt_owls@netbeet.ne.jp

帯広商工会議所 080-8711 帯広市西 3 条南 9丁目 1

帯広経済センタービル 5 階

TEL 25-7121

FAX 25-2940

http://www.occi.or.jp/

問い合わせは上記ＵＲＬから問い合わせフォームより

北海道中小企業家同友会

帯広支部

080-0802

帯広市東 2条南 4 丁目

TEL 22-3611

FAX 22-3612

http://tokachi-obihiro.doyu.jp/

問い合わせは上記ＵＲＬから問い合わせフォームより

十勝圏振興機構 080-2462

帯広市西 22条北 2 丁目 23-9

TEL 38-8808

FAX 38-8809

http://www.tokachi-zaidan.jp/index.html

t_zaidan＠tokachi-zaidan.jp

北海道中小企業総合支援センタ

ー 道東支所

080-2462

帯広市西 22条北 2 丁目 23 番地

十勝産業振興センター内

TEL 38-8850

FAX 38-8809

http://www.hsc.or.jp/index.cgi（本部）

info@hsc.or.jp

帯広市役所商工観光部常駐

経営支援コーディネーター

山本一成経営支援コーディネーター 山本氏携帯 080-6097-9248

中小企業基盤整備機構

北海道支部 帯広サテライト

曜日指定あり

080-2462

帯広市西 22条北 2 丁目 23 番地

十勝産業振興センター内

TEL 38-8808

FAX

011-210-7481

http://www.smrj.go.jp/hokkaido/

問い合わせは上記ＵＲＬから問い合わせフォームより
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十勝・帯広における産業経済に関する統計データ等 一覧

機関名称 統計データ等

日本銀行 釧路支店

日本銀行 帯広事務所

道東地域の金融経済概況

管内主要金融経済指標

十勝の金融経済概況

財務省 北海道財務局

帯広財務事務所

とかち経済情報

とかち金融動向

財務省

北海道財務局

管内経済情勢報告

最近の北海道の経済動向等

法人企業景気予測調査

法人企業統計調査

厚生労働省

北海道労働局

雇用失業情勢（レイバーレター）

安定所別月間有効求人倍率（常用）の推移

職種別、求人・求職・賃金状況

新規高等学等卒業者の求職動向調査

新規学校卒業者の職業紹介状況

新規学卒者初任給調（速報値）

新規学校卒業者の過去 3 か年度の在職期間別離職状況

（中学・高校）（大学・短大等）

新規大学等卒業者の求職・就職状況について

中途採用時の賃金

有害物質等による急性中毒等の発生状況

労働災害統計

農林水産省

北海道農政事務所

農林水産統計

北海道食料・農業情勢報告

北海道農業の概要

十勝総合振興局

地域政策部 地域政策課

ほか

国勢調査

十勝管内住民基本台帳人口

経済センサス

事業所･企業統計調査（平成 18 年まで）

工業統計調査

商業統計調査

農林業センサス

漁業センサス

学校基本調査

十勝の統計

市町村面積

地目別土地面積

将来推計人口
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機関名称 統計データ等

統計でみる市区町村のすがた

十勝の農業

林務課統計資料（林務課）

十勝地域保健情報年報（帯広保健所）

帯広信用金庫

地域経済振興部

ＮＥＸＴ ＷＡＶＥ

地域企業景気動向調査

数字でみる帯広・十勝の経済

特別調査『デフレ不況下の中小企業経営』

特別調査『中小企業が金融機関に期待すること』

特別調査『中小企業経営者の健康管理と事業継承につい

て』

特別調査『平成 23 年の景気・経営見通し』

ホクレン農業協同組合連合会 配合飼料供給価格

農薬価格

原料乳価格

北海道肥料価格

十勝農業協同組合連合会 十勝の農業

帯広市

総務部 総務課 ほか

帯広市統計書

帯広市民経済計算年報

帯広市の人口・世帯数（戸籍住民課)

条・丁目・町別・男女別・年齢別人口調-（戸籍住民課)

帯広市市勢要覧（広報広聴課）


	
	

